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第１編 総 則

第１ 目的

この計画は、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号。

以下「海防法」という。）第４３条の５に基づき、海上保安庁長官が作成する計画であっ

て、油等汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画（平成１８年１２月８日

閣議決定）の趣旨を踏まえ、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行規則（昭和

４６年運輸省令第３８号）第３７条の１６各号に規定する海域において、油等（海防法第

３条第２号の油及び同条第３号の有害液体物質を示す。以下同じ。）が著しく大量に排出

された場合における排出油等の防除及びこれに伴う危険の防止のために必要な事項を定め

ることにより、迅速かつ的確な排出油等の防除のための措置の実施を図り、もって海洋環

境の保全並びに人の生命、身体及び財産の保護に資することを目的とする。

第２ 対象海域及び名称

排出油等防除計画を定める海域及び名称は、第１図のとおりである。

第３ 基本方針

１ 排出油等防除計画の作成

計画の作成に当たっては、排出油等防除計画を定める１６海域の自然的、社会的、経

済的諸事情を踏まえて作成するものとする。

また、海洋汚染を想定する海域は、船舶交通の状況、気象・海象の状況、海難の発生

状況等からみて、油等が著しく大量に排出される事故発生の蓋然性の高い海域を設定す

るものとする。

なお、大規模な排出油等事故あるいは排出油等事故の発生場所によっては、２以上の

排出油等防除計画を定める海域に油等汚染が広がることが想定されるため、海域ごとの

排出油等防除計画が相互に、かつ、有機的に連携が図られるように運用されるよう措置

を講ずるものとする。

２ 排出油等防除計画の実施

(1) 平時における対応

イ 関係機関等との連携

計画の実施に当たり、排出油等事故への準備及び対応については、関係行政機関、

関係地方公共団体、石油業界、海運業界、鉱山業界、化学業界等各種業界、船舶所

有者の団体、漁業関係者その他の官民の関係者（以下「関係機関等」という。）が

行う各種の措置が相互の有機的な連携の下に、一層迅速かつ効果的に実施される必

要がある。

このため、本庁においては、「油等汚染事件に対する準備及び対応に関する関係

省庁連絡会議」による関係行政機関との連携、管区海上保安本部及び管区海上保安

本部の事務所においては、関係機関等が参画する排出油等の防除に関する協議会の

会員との連携の強化を図るものとする。
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ロ 排出油等防除資材等の整備の推進及び使用のための事前調整等

海洋汚染の想定を踏まえて、排出油等事故の初期の段階から迅速かつ効果的な措

置が講じられるように、その対応を常に検討しておくものとし、当該海域における

排出油等防除資材等については、海上保安庁のほか、それぞれ責務を有する関係機

関等との連携のもと、必要な数量及び質が確保されるよう、その整備の推進を図る

ものとする。

また、各海域の管区海上保安本部及び保安部署等においては、グラブ船、バキュ

ームカー等を含めた排出油等防除資材等の把握を徹底するものとする。

さらに、当該海域において、排出油等の防除のために必要な資材等を投入するた

めには、必要な資材等を保有している関係機関等と、その調達、輸送方法等につい

て事前に調整を図っておくものとする。

なお、海洋汚染の想定により、当該海域における排出油等防除資材等に不足を生

じている場合、又はより迅速に調達可能な場合は、他の海域から調達することも考

慮し、関係管区海上保安本部と調達、輸送方法等について事前に調整を図っておく

ものとする。

ハ 排出油等の防除手法の改善等

排出油等の防除作業は、種々の条件によって、その手法も異なることから、実際

の防除活動によって得られた教訓、あるいは訓練を通じて得られた知識等を基に、

防除手法の改善あるいは排出油等防除資材等の開発等の促進を図るものとする。

また、排出油等防除資材等を、迅速かつ的確に海上に展開するためには、支援体

制の確保が不可欠であることに、特に留意するものとする。

ニ 独立行政法人海上災害防止センターの活用

独立行政法人海上災害防止センター（以下「センター」という。）の長年にわた

って実施してきた海上災害の防止措置並びに海上防災のための措置に関する調査研

究及び訓練等の業務から得られた知識・技能を、排出油等の防除に関する協議会等

を通じて積極的に活用するものとする。また、関係機関等に対して、センターの訓

練施設を使用した訓練への積極的な参加を促進するものとする。

ホ 訓練の実施

各海域に配備されている排出油等防除資材等については、訓練を通じ、その慣熟

に努めることが重要である。このため、油等が著しく大量に排出された場合を想定

して、関係機関等が一体となって、排出油等防除のための諸活動を訓練することに

より、排出油等防除体制の改善強化を図るものとする。

特に、海上保安庁、センター、排出油等の防除に関する協議会、石油業界等が行

う訓練については、相互に密接な連携を図って実施するものとする。

また、訓練の実施に当たっては、船艇、航空機及び排出油等防除資材等の実動を

伴わず、関係主要メンバーが集い、対応計画と運用手続きに則り、対応活動を演じ

及び討議する机上訓練についても積極的に取り組むものとする。

なお、１のなお書きに対応する広域的な訓練についても取り組むものとする。

ヘ マニュアルの作成

この計画を効果的に推進するために、関係機関等との連携を図りつつ、海域の実
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情に応じ具体的な防除活動の実施内容を明記した防除活動マニュアルを作成すると

ともに、随時見直しを行い、必要があると認められるときは、その都度これを修正

するものとする。

(2) 発災時における対応

イ 排出油等の防除措置

排出油等の防除措置については、当該排出された油等が積載されていた船舶の船

舶所有者等に防除措置義務が課されているものであるということに十分配慮しつつ、

関係機関等と連携し、組織的かつ一体的な排出油等の防除体制を確立して、総合的

かつ有機的に実施される必要がある。

特に、排出油等事故が閉鎖性海域において発生した場合、又は排出油等が海岸等

に漂着した場合は、海岸管理者、漁港管理者、港湾管理者、地方公共団体等との連

携が重要となる。

また、排出油等の防除措置の実施にあたっては、環境保全上の配慮を行うととも

に、平素から油濁損害賠償に関する法令等の理解に努め、排出油等事故の初期の段

階から当該事故に係る保険の加入状況等の把握を行う必要がある。

ロ 排出油等防除資材等の輸送

大規模排出油等事故においては、他の海域を含め、緊急かつ広域的に陸送、海上

輸送等により動員することが必要になる場合も想定されるが、海上保安庁及びセン

ターは、事故発生時には、排出油等防除資材等の動員に際し、必要に応じて警察機

関に対して交通上の協力を要請すること等により、迅速に資材等を発災現場に輸送

するものとする。

ハ 機動防除隊の活用

大規模な排出油等事故等に迅速かつ的確に対応するために横浜機動防除基地に編

成されている機動防除隊を積極的に活用するものとする。

ニ 広報の実施

船舶交通の安全確保、付近住民の人心の安定と秩序の維持、防除活動の円滑な実

施等を図るため、必要に応じ関係機関等と連絡調整を行いながら、迅速かつ的確な

広報を行うものとする。

(3) 他の計画との関係

この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「災対法」とい

う。）に基づく防災基本計画、防災業務計画及び地域防災計画、環境基本法（平成５

年法律第９１号）に基づく環境基本計画並びに石油コンビナート等災害防止法（昭和

５０年法律第８４号。以下「石災法」という。）に基づく石油コンビナート等防災計

画（以下「コンビナート防災計画」という。）と相まって、総合的な排出油等の防除

措置を実施するためのものである。

第４ 計画の修正

１ この計画は、毎年検討を加え、必要があると認められるときは、これを修正するもの

とする。

２ 海防法第４３条の６第２項に基づき、排出油等の防除に関する協議会からこの計画に
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対して意見が述べられた場合は、これをこの計画に反映するものとする。

３ この計画を修正しようとするときは、関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長の

意見を聴くものとする。

４ この計画を修正したときは、速やかに、これを関係行政機関の長又は関係地方公共団

体の長に通知するとともに、その要旨を公表するものとする。
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第２編 海域編

第１章 海域の状況

第１ 概況

当海域は、紀伊水道、大阪湾及び播磨灘からなり、淡路島が中央に位置し、明石海峡、

鳴門海峡及び友ケ島水道で結ばれている。

沿岸部には、石油コンビナートを中心に我が国有数の工業地帯が連なっており、原油、

重油等をはじめとする多くの石油・化学類が取り扱われており、これらを大量に積載した

大型タンカー等が友ケ島水道、明石海峡及び鳴門海峡の狭水道を経て出入りしている。

また、これらの狭水道においては、当海域内の各港に出入りする船舶のみならず、瀬戸

内海の各港を目的地とする大小各種船舶が通航するため、船舶交通はふくそうし、かつ、

多様化してきており、しかも、いずれも好漁場であるため操業漁船も多くみられ、衝突、

乗揚げ等の海難が発生する蓋然性が高い海域となっている。

第２ 油等保管施設の状況

当海域の沿岸部には、容量５００kl以上の油等保管施設で、油濁防止緊急措置手引書備

え置き義務施設は８１施設、有害液体汚染防止緊急措置手引書備え置き義務施設は４１施

設あり、石災法に基づく石油コンビナート等特別防災区域である大阪北港、堺泉北臨海、

関西国際空港、岬、神戸、東播磨、姫路臨海、赤穂、和歌山北部臨海北部、和歌山北部臨

海中部、和歌山北部臨海南部、阿南に多くが所在する。

（資料１） 油等保管施設一覧

（資料２） 油等保管施設位置図

第３ 係留施設の状況

当海域における総トン数１５０トン以上のタンカーが着桟する係留施設で、油濁防止緊

急措置手引書備え置き義務施設は１５６施設、有害液体汚染防止緊急措置手引書備え置き

義務施設は６６施設あり、そのうち、阪神港大阪区に６７、和歌山下津港に３３、姫路港

に２４、東播磨港に１２、阪神港神戸区に１６、阪神港尼崎西宮芦屋区に１１施設が所在

する。

（資料３） 係留施設一覧

（資料４） 係留施設位置図

第４ 船舶交通の状況

当海域においては、沿岸部に散在するコンビナート地帯に出入する船舶、背後に控えた

近畿圏の輸送需要を満たすため海域内の各港に出入する大小各種船舶が多数航行している

ほか、関西国際空港に就航するタンカーやアクセス船がある。

また、瀬戸内海の各港を目的地とする大小各種船舶が友ケ島水道、明石海峡及び鳴門海
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峡の狭水道を経て航行しており、加えて、好漁場を有する関係から漁船の操業も活発で、

船舶交通はふくそうしている。

（資料５） 通航船舶の状況

（資料６） 特定港入港船舶状況表

第５ 海難の発生状況

当海域における最近３年間（平成１６年～１８年）の要救助海難発生隻数は、年間平均

１７６件で、近年は減少傾向にある。これを海難種類別にみると油等の排出を伴うおそれ

のある衝突、乗揚げ及び転覆が全体の約４４％を占めている。また、船種別にみると貨物

船及び漁船が全体の２７％を占めており、次いでその他の一般船舶、タンカー、旅客船の

順となっている。

（資料７） 要救助海難発生状況表

（資料８） 要救助海難発生状況図

第６ 海洋汚染の発生状況

当海域における最近３年間（平成１６年～１８年）の油等による海洋汚染の発生状況を

排出源別にみると船舶に係るものが多く、陸上保管施設等に係わるのものは少ない。また、

船舶に係わるものを原因別にみるとバルブ操作の誤り等器具類の取扱い不注意によるもの

及び故意排出等によるものが多く、全体の約３７％を占め、その他海難によるもの、タン

ク破損によるもの、原因不明なものの順となっている。

（資料９） 油等による海洋汚染発生状況表

（資料１０） 油等による海洋汚染発生状況図

（資料１１） 過去の代表的な大規模排出油等事故の概要

第７ 気象・海象の状況

１ 気象の状況

(1) 気温

当海域における気温は、比較的年較差が小さく、年間平均気温は約１５℃で、年間

平均最高、最低の気温差は約７℃である。

(2) 風向

当海域における風向は、全般的には、冬季には、西から北西の風が多く、夏季には、

南寄りの風が多いが、沿岸の地形に影響されやすく一様ではない。

紀伊水道をはさんで、東岸の和歌山では、東寄りの風が多いのに反して、西岸の徳

島では、逆に西寄りの風が多い。

紀伊水道においては年間を通じて北寄り風、鳴門海峡においては東寄りの風、明石

海峡においては西寄りの風が多い。

(3) 風速
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当海域における風速は、年平均風速についてみると、各地共一般に弱く約３m/s 程

度であるが、冬季における西高東低型の気圧配置のもとでは、１５m/s 前後の北寄り

の風が吹くのが普通であり、海上では２０m/s に達することもある。

また、突風、暴風は、台風時期を除くと、冬から春にかけて、日本海で発達した低

気圧から南西にのびる寒冷前線の通過により吹くことが多く、夏から秋にかけては比

較的少ない。

(4) 霧

当海域においては、春先から梅雨期にかけて不連続線、低気圧、気圧の谷等の接近、

通過が多くなり、これに伴う霧の発生も多くなり、梅雨明けとともに、その発生は急

激に減少する。

大阪湾沿岸地域における霧発生状況の特異的傾向として大阪市沿岸における都市霧

の発生があげられる。

大阪湾における霧発生状況を統計的にみると、海域と沿岸とでは発生時期、発生日

数等に顕著な差異がみられ、大都市周辺を除いて、霧の発生は、３月から７月にかけ

て集中している。

紀伊水道海域では、大阪湾、播磨灘に比較して、霧発生日数は格段に少ない。

(5) 降水量

当海域は、年間を通じて降水量は比較的少なく、特に夏は高温乾燥する。

年平均降水量は、約１，４００㎜程度、年間降水日数は、１㎜以上の日が１００日

前後となっている。

（資料１２） 気候表

２ 海象の状況

(1) 潮流

紀伊水道における潮流は、一般に南北に流れ、その流速は、中央部において最強１．

５ノット前後である。

友ケ島水道における潮流は一般に南北に流れ、大潮期の最強流速は、由良瀬戸で３．

６ノット（北流）、加太瀬戸で２．３ノット（南流）、中ノ瀬戸で１．４ノット（北

流）に達する。

大阪湾における潮流は、友ケ島水道及び明石海峡付近を除いて、一般に余り強くな

く、友ケ島水道から明石海峡東口付近に至る海域の潮流は、明石海峡の西流時には、

ほぼ北方に、東流時には、ほぼ南南西方に流れ、流速は大潮期に約１ノットに達する。

明石海峡における潮流は、上げ潮流は西方に、下げ潮流は東方に流れ、大潮期の最

強流速は、７ノットに達することがある。

播磨灘における潮流は、鳴門海峡付近を除き、上げ潮流は西方に、下げ潮流は東方

に流れ、流速は明石海峡付近及び小豆島北方付近を除き、微弱で、日によって一定し

ない。

鳴門海峡における潮流は、上げ潮流は北方に、下げ潮流は南方に流れ、夏季大潮期

の最強流速は、８～１０ノットに達する。
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なお、紀伊水道における海流については、黒潮が沿岸に接近した場合には、黒潮の

一部が流入し、流向はそのときの状況によって一定しないが、概ね時計回り又は反時

計回りで、最強流速は１ノットとなり、黒潮が沿岸から離れた場合は、ほとんど影響

がない。

(2) 海水温度

当海域における年平均表面海水温度は１７～１９℃であり、月別にみると２月下旬

から３月上旬にかけて最も低く、平均水温は８℃前後となり、８月下旬から９月上旬

にかけて最も高く、平均水温は２７℃前後に達する。

（資料１３） 海潮流図

第８ 漁業の状況

当海域における漁業は、船曳網、小型底びき網、刺網、小型定置網、はえ縄、一本づり、

採貝藻漁業等が主であり、のり養殖、わかめ養殖、真珠養殖、はまち養殖等の養殖漁業も

営まれている。

播磨灘から大阪湾の沿岸各所には、のり、わかめ、真珠等の養殖棚、はまち養殖用いけ

す等が、紀伊水道の沿岸各所には、わかめ、のりの養殖棚等が設置されている。

（資料１４） 漁具定置箇所位置図

第９ 海域の周辺環境

当海域は、瀬戸内海国立公園に指定されているとともに、和歌山県及び徳島県沿岸各所

が県立自然公園として指定されており、兵庫県の須磨浦海浜公園のほか海水浴場が点在し

ている。

大阪湾のほぼ中央部、播磨灘沿岸部、淡路島沿岸部等に秋期から春期にかけて、のり、

わかめの養殖が盛んであり、定置網等も沿岸各所に設置されている。

大阪湾、播磨灘の沿岸部は我が国有数の臨海工業地帯となっており、多くの事業所等が

林立しているため相当数の海水取水口がある。

（資料１５） 海域周辺環境図
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第２章 排出油事故に伴う海洋汚染の想定

第１ 排出油による海洋汚染の想定

排出油による海洋汚染の想定については＜想定の指針＞に基づき、以下の通り定める。

［想定１］

１ 排出油事故の想定

阪神港（堺泉北区）において、タンカー（２６０，０００D.W.T ）が他船と衝突し、

サイドタンクに破口を生じ、原油２３，０００klを排出した。

２ 排出油の漂流

排出油事故発生時における風・海潮流を次の４パターンとして、排出油の漂流量を算

定する。

なお、潮流は港内と港外では流速が異なり、港内においては最強０．３ノット、港外

においては最強０．５ノットとする。

パターン
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

風・海潮流

風 向 北 東 南 西 南 西 北 東

風 速 ５ ｍ／ｓ

流 向 下 げ 潮 初 期 上 げ 潮 初 期 下 げ 潮 初 期 上 げ 潮 初 期

流 速 湾内流速０．３ノット 港外流速０．５ノット

（資料１６－１） 風・海潮流による排出油の移動距離表

３ 海洋汚染の範囲

各パターンにおける海洋汚染の範囲は、次のように想定される。

(1) パターンＡの場合（資料１７－１－１）

排出油事故発生から６時間後には、排出油の先端は、大阪府泉大津西方の付近海域

まで達し、その後は、定常的な風の影響に特に作用されて南西方向へと移動し、時間

の経過とともに汚染の範囲が拡大し、４２時間後には淡路島岩屋沖と関西国際空港南

端とを結ぶ線上の付近海域まで達する。

(2) パターンＢの場合（資料１７－１－２）

排出油事故発生から６時間後には、風と潮流の影響は、排出油を北東方向へ移動さ

せるように作用するため、ほとんどの排出油は港内の奥部に達するが、排出油の一部

が潮流の影響により西北西に流され、阪神港大阪区港口付近まで達する。その後も風

と潮流の方向が反対方向となる場合であっても風の影響が強いため、排出油は港内に

滞留する。

(3) パターンＣの場合（資料１７－１－３）

排出油事故発生から６時間後には、風と潮流の方向は反対方向であるが風の影響が

強いため、排出油はわずかながら北東方向へ移動し、その後は、パターンＢの場合と

同様となる。

(4) パターンＤの場合（資料１７－１－４）
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排出油事故発生から６時間後には、風と潮流の方向は反対方向であるが風の影響が

強いため、排出油はわずかながら南西方向に移動し、その後も定常的な風の影響に作

用されて南西方向へと移動するため、排出油は港外に流出し、時間の経過とともに汚

染の範囲が拡大し、４２時間後には神戸市垂水沖と岸和田市沖とを結ぶ線上の付近海

域まで達する。

［想定２］

１ 排出油事故の想定

友ケ島水道付近海域においてタンカー（２６０，０００D.W.T ）が座礁し、タンクの

船底部に破口を生じ、原油１０，０００klを排出した。

２ 排出出油の漂流

排出油事故発生時における風・海潮流を次の４パターンとして、排出油の漂流量を算

定する。

パターン
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

風・海潮流

風 向 北 南 南 北

風 速 ５ ｍ／ｓ

流 向 下 げ 潮 初 期 上 げ 潮 初 期 下 げ 潮 初 期 上 げ 潮 初 期

流 速 ３．３ ノット

（資料１６－２） 風・海潮流による排出油の移動距離表

３ 海洋汚染の範囲

各パターンにおける海洋汚染の範囲は、次のように想定される。

(1) パターンＡの場合（資料１７－２－１）

排出油事故発生から６時間後には、排出油の先端は淡路島潮埼と和歌山県湯浅湾と

を結ぶ線上の付近海域まで達し、その後は、風と潮流の方向が同一方向となる場合に

汚染の範囲が拡大し、１８時間後には徳島県小松島港付近と和歌山県白埼とを結ぶ線

上の付近海域まで達し、４２時間後には徳島県蒲生田岬と和歌山畑野埼とを結ぶ線上

の付近海域まで達する。

(2) パターンＢの場合（資料１７－２－２）

排出油事故発生から６時間後には、排出油の先端は、淡路島仮屋沖付近海域まで達

し、その後は風と潮流の方向が同一方向となる場合には汚染の範囲が拡大し、１８時

間後には神戸市垂水沖付近海域まで達して一部は明石海峡を経て播磨灘に流入する。

４２時間後には大阪湾北部沿岸海域まで達する。

(3) パターンＣの場合（資料１７－２－３）

排出油事故発生から６時間後までは、風と潮流の方向は反対向であるが、潮流の影

響が強いため排出油は一旦南に移動する。その後は、風と潮流方向が同一方向となる

場合に北方向へと移動し、汚染の範囲が拡大し、４２時間後には友ケ島水道を経て淡

路島洲本市沖付近海域まで達する。
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(4) パターンＤの場合（資料１７－２－４）

排出油事故発生から６時間後までは風と潮流の方向は反対方向であるが、潮流の影

響が強いため排出油は北方向に一たん移動する。その後は、風と潮流の方向が同一方

向となる場合に南の方向へと移動し、汚染の範囲が拡大し、４２時間後には友ケ島水

道を経て同水道の南側海域まで達する。
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-------------------------------------------------------------------------------

＜海洋汚染想定の指針＞

第１ 排出油事故の発生場所の想定の考え方

油が著しく大量に排出される事故発生の蓋然性の高い海域は、原則として、次の海域を

考えるものとする。

１ 港内のタンカー係留施設付近海域

２ タンカーの常用航路である狭水道及びその周辺海域

３ 外洋に面した沿岸域における貨物船の常用航路付近海域

第２ 排出油規模の想定の考え方

排出油事故の態様としては、他船との衝突、岸壁との衝突、座礁又は底触、タンクの爆

発、バルブ操作のミス、油保管施設からの流出によるもの等が考えられるが、油が著しく

大量に排出された場合における排出油量の想定をするに当たっては、次のような前提のも

とに行うものとする。

１ 港内のタンカー係留施設付近海域

(1) 排出油事故の態様として、港内のタンカー係留施設付近海域におけるタンカーの他

船との衝突に伴う排出油事故とする。

(2) 排出油事故発生船舶の大きさは、当該係留施設を利用する最大級のタンカーとする。

(3) 排出油量の算定に当たっては、排出油量が破口の位置及び大きさ等により大きく異

なるので、当該タンカーの載荷重量の９％の油が排出されるものとする。（(社)日本

海難防止協会「昭和４３年度大型タンカーによる災害の防止に関する調査研究完了報

告書」参照）

２ タンカーの常用航路である狭水道及びその周辺海域

(1) 排出油事故の態様として、狭水道及びその周辺海域におけるタンカーの座礁又は底

触に伴う排出油事故とする。

(2) 排出油事故発生船舶の大きさは、当海域を航行する最大級のタンカーとする。

(3) 排出油量の算定に当たっては、当該タンカーの最大センタータンク２個の底部に破

口が生じたものとし、喫水線上の油が全量（最大センタータンク２個の全量の1/5 ）

排出されるものとする。

３ 外洋に面した沿岸域における貨物船の常用航路付近海域

(1) 排出油事故の態様として、外洋に面した沿岸域の常用航路における貨物船の座礁又

は底触に伴う排出油事故とする。

(2) 排出油事故発生船舶の大きさは、当海域を航行する最大級の貨物船とする。

(3) 排出油量の算定に当たっては、当該貨物船の燃料タンクの船底部に破口が生じ、積

載燃料が全量排出されるものとする。
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第３ 排出油の漂流範囲の想定の考え方

実際の排出油の拡散状況をみると、海潮流、風等の外部条件による影響が極めて大きく、

排出直後はともかく、かなりの時間が経過した場合には、これらの外部条件による影響が

支配的になりうると考えられるので、排出油の漂流範囲を算出するに当たっては、海潮流

及び風による排出油の漂流によるものに限定するものとする。

１ 海潮流及び風の影響

(1) 海流の影響

海流の流速による移動距離と同一とする。

(2) 潮流の影響

潮流は６時間の周期で流向が反転し、転流時から次の転流時までの６時間における

潮流による排出油の移動距離は、最強流速で６時間流れた場合の７０％とする。

(3) 風の影響

風による排出油の移動距離は、風速が５m/s 以上の場合は風速の４％とする。

２ 移動距離の算出

海流の影響が大きく、潮流の影響が少ない海域においては、海流及び風の影響による

移動距離、潮流の影響が大きく、海流の影響が少ない海域においては、潮流及び風の影

響による移動距離を、排出油事故発生時から６時間ごとで、最大４８時間後まで算出す

るものとする。

この場合、海流及び風の流速は、海域における平均流速とし、潮流の流速は、海域に

おける最強流速とする。ただし、平均風速が５m/s 未満の場合は５m/s とし、５m/s 以

上の場合は当該平均風速とする。

３ 排出油の漂流、拡散及び経時変化における一般的事項

(1) 漂流及び拡散

海上に排出された油の拡散面は、実際には自然界の作用（海潮流、風、波等）の影

響を受けて、円形ではなく不整形の状態を現出し、細長い帯状あるいは班状となって

断続的に漂流及び拡散する。

イ 海潮流の影響

海上に排出された油は、海潮流と同一方向にほぼ同一速度で移動するが、油が広

範囲に排出された場合には、海潮流の流向及び流速が場所によって異なるので、時

間の経過とともに流速の速い部分の油面と遅い部分の油面が離ればなれになる。

ロ 風の影響

風による排出油の移動については、風速が７～８m/s 程度の場合は、風速の３～

５％の速さで風の吹き去る方向に対し右へ１０度程度偏向して流されるが、風速が

４m/s 程度以下に弱く海潮流が比較的速い場合は、排出油の漂流に対する風の影響

は、ほとんどないといわれている。

ハ 波の影響

海上に排出された油は、波高、波長、その他波の形態等の影響により、海面を単

に水平方向のみでなく、垂直方向をはじめとして様々の方向への拡散を余儀なくさ
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れる傾向があるが、一般的には、波の油拡散に及ぼす影響を定量的に推測すること

は困難である。

(2) 経時変化

イ 原油、重油等のいわゆる「黒物」と呼ばれているものは、軽油に近い性状を有す

るＡ重油を除き、粘度の高い残さ性の油分を多く含んでおり、海上に排出された場

合には、一部の揮発性の高い成分が蒸発し、一層その粘性を増す。更に、時間が経

過すると、風浪等によるかくはんを受けて油中に水が取り込まれ、非常に粘度の高

いエマルジョン化したグリース状の油となる（いわゆるムース化）。

ロ ガソリン、灯油、軽油等のいわゆる「白物」と呼ばれているものは、揮発性があ

り、かつ、粘度が低いため、海上に排出された場合には、比較的早期に広範囲にわ

たって拡散し、そのほとんどが蒸発拡散する。

第４ 有害液体物質の一般的事項

１ 国内法上の分類

有害液体物質は、海防法第３条第３号において、「油以外の液体物質（液化石油ガス

その他の常温において液体でない物質であって政令で定めるものを除く。）のうち、海

洋環境の保全の見地から有害である物質（その混合物を含む。）として政令で定める物

質であって、船舶によりばら積みの液体貨物として輸送されるもの及びこれを含む水バ

ラスト、貨物艙の洗浄水その他船舶内において生じた不要な液体物質（海洋において投

入処分をし、又は処分のため燃焼させる目的で船舶に積載させる液体物質その他の環境

省令で定める液体物質を除く。）並びに海洋施設その他の海洋に物が流出するおそれの

ある場所（陸地を含む。）にある施設（以下「海洋施設等」という。）において管理さ

れるものをいう。」と定義されており、その有害性等の度合により、Ⅹ類、Ｙ類及びＺ

類の３種類に分類されている。平成１９年１月１日現在の物質数は、Ⅹ類７８、Ｙ類４

６６、Ｚ類１７３の合計７１７物質及びこの混合物等で、このうち、我が国において海

上輸送されている物質数は、全国内航タンカー海運組合集計の平成１６年の年間輸送量

によれば約１４０種類である。

また、これら有害液体物質の混合物及び有害でない物質等と有害液体物質との混合物

については、混合物を構成する各物質の濃度を重量パーセントで表した数値に、各物質

の有害性の程度に応じて環境大臣が定める係数（環境省告示）を乗じて得た数値の合計

が、環境大臣の定める数値（環境省告示）２万５千以上である場合はＸ類、２５以上２

万５千未満である場合はＹ類、２５未満である場合はＺ類となる。

なお、MARPOL７３/７８条約付属書Ⅱで示す有害液体物質の分類は次のとおりである。

・Ⅹ類 タンクの浄化作業又はバラストの排出作業により海洋に排出された場合に、

海洋資源又は人の健康に重大な危険をもたらし、海洋環境中への排出を禁止す

ることが正当化される有害液体物質

・Ｙ類 タンクの浄化作業又はバラストの排出作業により海洋に排出された場合に、

海洋資源又は人の健康に危険をもたらし、海洋環境中への排出を禁止すること

が正当化される有害液体物質

・Ｚ類 タンクの浄化作業又はバラストの排出作業により海洋に排出された場合に、
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海洋資源又は人の健康に軽微な危険をもたらし、海洋環境中への排出を禁止す

ることが正当化される有害液体物質

２ 防除措置上の分類

我が国において、平成１６年に海上輸送されている有害液体物質のうち、その性状等

が「HNS海上流出事故対応データ･ベース（日本語版）」に取りまとめられている８６品

目について、防除の観点から海上に流出した場合の物質の挙動に着目した場合、次の基

準により分類することができる。

(1) 比重による分類（浮沈性）

イ 海面を単に浮遊する物質は、その比重が１.０１０g/c㎥未満のもの（比重が海水

より軽い）とする。

ロ 海底へ常に沈降する物質は、その比重が１.０２７g/c㎥以上のもの（比重が海水

より重い）とする。

ハ 海中を漂流する物質は、比重が１.０１０g/c㎥以上、１.０２７g/c㎥未満のもの

（比重が海水と同じ）とする。

(2) 蒸気圧による分類（揮散性）

イ 蒸気圧が２０mmHg（２.６７ｋPa）以上の物質（短時間で大気中に蒸発する物質）

ロ 蒸気圧が２０mmHg（２.６７ｋPa）未満の物質（長時間にわたって海域に滞留す

る物質）

(3) 溶解度による分類（溶解性）

イ 溶解性物質は、溶解度１g/１００g水以上の物質（短時間で海中に溶解する物質）

ロ 不溶解性物質は、溶解度１g/１００g水未満の物質（長時間にわたって海域に滞

留する物質）

（資料１８） 有害液体物質の挙動による分類

３ 海上輸送品目及び輸送量

我が国において、船舶により海上輸送されているケミカルの品目数及び輸送量は、全

国内航タンカー海運組合集計の平成１６年の年間輸送量によれば、品目数約１５０種類、

取扱量約１,６２３万トンであり、これを平成１９年１月からの有害液体物質の分類、

Ⅹ類、Ｙ類及びＺ類に分類すると、次のとおりである。

全国取扱量 （ｔ）

種 類 取扱品目数 取扱量合計

Ｘ 類 物 質 １５ １，４５２，７６５

Ｙ 類 物 質 １００ １１，６６５，７７５

Ｚ 類 物 質 ２９ １，５１１，２０３

上記以外の物質 ７ １，６０３，８６３

合 計 １５１ １６，２３３，６０６

なお、有害液体物質の輸送は、石油コンビナートが多く立地する東京湾、伊勢湾、瀬

戸内海の三海域に集中している。
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（資料１９）有害液体物質の分類・品目別取扱量

４ 流出分散経路

衝突等事故による船舶からの有害液体物質の流出形態は、破口の状態により異なり、

大別すると水面上からの流出及び水面下からの流出となる。いずれにしても浮遊性物質

はもちろん、沈降性又は海中漂流性物質が船舶から流出し、それが水面下からの場合で

あっても、その流出物質の液及び蒸気が水面上（大気中）に何らかの影響を与えること

なく、水中に沈降又は漂流することは極めて少ない。

・水面上の破口から海上へ流出する物質は、液層面と破口面の高さに相当する圧力で大

気中に流出され海面に落下する。

・分散過程における物質の挙動は、その物質の物理的性状（比重、粘度、蒸気圧、溶解

度等）、破口の状況（破口場所、大きさ、液面の高さ）等によって異なる。

・大気中に放出された物質は、層状に流出し、次第に飛沫状となり飛散し、あるいは蒸

発して有害性ガスの雰囲気を生じ拡散希釈する。

・液面上に落下した液体は、水中に一旦沈降する物質の液体比重、表面張力、界面張力

によって比重の重い物質でもその一部は水面上を漂流し、水面拡散液層を形成し、そ

の間に蒸発、溶解を伴いながら徐徐に水中に沈降拡散する。

（資料２０）流出後の物質の分散経路

５ 有害液体物質の危険性等

有害液体物質は、その種類・性状が多様であり、かつ引火性・毒性を有するものも多

いため、これら物質の適切な事故処理を実施するためには、物質の諸性状について十分

理解しておく必要がある。

(1) 物理的・化学的性状

有害液体物質は、各物質により比重、蒸気圧、粘度、溶解度、反応性等物理的・化

学的性状が異なるものである。

これらの物質の流出事故の場合、その性状を把握することにより、浮遊性、揮散性

及び水溶性等の海上における物質の挙動が明らかになり対処するための基本的な判断

材料となる。

(2) 火災・爆発の危険性

有害液体物質の多くは、可燃性危険物質であるため、火災・爆発の危険性を内在し

ている。

火災・爆発危険性の評価については、引火点による場合が最も一般的であり、我が

国においては、消防法（昭和２３年７月２４日 法律第１８６号）の別表第１におい

て、「引火性液体」の性質をもつものとして第四類に類別され、同表備考において、

以下のとおり品名を定義している。

なお、「引火性液体」とは、液体（第三石油類、第四石油類及び動植物油類にあっ

ては、一気圧において、温度二〇度で液状であるものに限る。）であつて、引火の危

険性を判断するための政令で定める試験において引火性を示すものと定義している。
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イ 特殊引火物

ジエチルエーテル、二硫化炭素その他一気圧において、発火点が一〇〇度以下の

もの又は引火点が零下二〇度以下で沸点が四〇度以下のものをいう。

ロ 第一石油類

アセトン、ガソリンその他一気圧において引火点が二一度未満のものをいう。

ハ アルコール類

一分子を構成する炭素の原子の数が一個から三個までの飽和一価アルコール（変

性アルコールを含む。）をいい、組成等を勘案して総務省令で定めるものを除く。

ニ 第二石油類

灯油、軽油その他一気圧において引火点が二一度以上七〇度未満のものをいい、

塗料類その他の物品であつて、組成等を勘案して総務省令で定めるものを除く。

ホ 第三石油類

重油、クレオソート油その他一気圧において引火点が七〇度以上二〇〇度未満の

ものをいい、塗料類その他の物品であつて、組成を勘案して総務省令で定めるもの

を除く。

ヘ 第四石油類

ギヤー油、シリンダー油その他一気圧において引火点が二〇〇度以上二五〇度未

満のものをいい、塗料類その他の物品であつて、組成を勘案して総務省令で定める

ものを除く。

ト 動植物油類

動物の脂肉等又は植物の種子若しくは果肉から抽出したものであつて、一気圧に

おいて引火点が二五〇度未満のものをいい、総務省令で定めるところにより貯蔵保

管されているものを除く。

これにより危険性の程度は判断できるが、危険性の評価を行う場合には、引火点の

ほか沸点、蒸気圧、爆発範囲等を精査する等、前広に検討することが必要である。

(3) 毒性危険

有害液体物質の多くは、程度の差はあるが人体に何らかの障害を与えるものである。

有害液体物質による人体への作用経路は、

・ 皮膚から吸収する場合（液の皮膚への付着）

・ 呼吸器から吸入する場合（物質の蒸気、ミストの吸入）

・ 口から吸収する場合（物質をのみこむ）

の３つに大別されるが、通常においては呼吸又は皮膚からの吸収がほとんどであり、

特に中毒の多くは有害物質（発生蒸気）の吸入により発生している。

体内に吸収された有害物質は、その薬理作用から一般に原形質毒、神経質毒、血液

毒の３種類に分類されるが、実際には相互作用を呈し複雑である。

また、有害物質によって生体の機能障害を起こすことを一般に中毒というが、中毒

はその症状が現れる経過により、急性中毒、亜急性中毒及び慢性中毒に大別される。

急性中毒は有害物質を多量に摂取したときに発生し、症状は急に現れるが回復は早い。

-------------------------------------------------------------------------------
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第３章 排出油等防除資材等の保有状況と整備目標

第１ 排出油等防除資材等の保有状況

当海域における関係行政機関等の保有する排出油等防除資材等は、次のとおりである。

１ 排出油防除資材等

(1) 油回収船 １２隻 計 ４８３kl／時

(2) 油回収装置 ２４基 計 ５６７kl／時

(3) 高粘度油回収ネット １９式

(4) オイルフェンス展張船 １７隻

(5) オイルフェンス １８２，０９２ｍ

(6) 油吸着材 １３２，３１４㎏

(7) 油処理剤 ２９０，２６５ç

(8) 油ゲル化剤 ７，４０６kg

２ その他

(1) 作業船 １６９隻

(2) タグボート ６５隻

(3) 廃油等処理施設 ３施設

（資料２１） 排出油等防除資材等保有状況

第２ 排出油等防除資材等の整備目標

排出油等防除資材等の必要量については、事故の規模や状況等から決定される防除手法、

資材等の使用される環境によって左右され、一概に確定することはできないが、想定規模

の事故に対する整備目標について、一つの目安として＜整備目標の指針＞の考え方に沿っ

て定めるものとする。

排出油の８０％を油回収船等により回収し、残りの２０％を油吸着材、油処理剤及び油

ゲル化剤により回収又は処理するというパターンで排出油の防除作業を実施するものとす

れば、第２章第１において想定した２３，０００klの排出油の防除のために必要な排出油

防除資材等の数量の整備目標は、次のとおりとなる。

１ 油回収船等

想定排出量の８０％に相当する１８，４００klの油を２～３日以内に回収するために

必要な油回収船及び油回収装置の油回収能力の合計は、１時間当たり５１１～７６６kl

である。

当海域における保有状況からみて、想定排出油量に対する油回収船等の整備目標を満

たしているものと考えられる。

しかしながら、気象・海象条件等によっては、回収効率が低下することがあり、例え

ば仮に１／３程度に低下した場合を想定すれば、当海域での油回収能力では十分でない

事態が生じるが、そのような場合には、隣接海域等の他の海域からの動員で補うことに
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より対応するものとし、油のムース化が著しく進行した場合については、高粘度化した

油に対応可能な資材等の活用を図るものとする。

したがって、当海域においては、想定規模の事故に対して、他の海域からの動員の可

能性について日頃から検討し、その確保に向けて努めるものとする。

さらに、当海域で保有する油回収船等についても、関係機関等との連携のもと、引き

続き増強を進めることが必要である。

２ 油吸着材及び油処理剤

想定排出油量の２０％に相当する４，６００klの油を回収又は処理するために必要な

油吸着材は２０１，３００㎏、油処理剤は５７５，０００çである。

当海域における保有状況からみて、想定排出油量に対する油吸着材及び油処理材の整

備目標を満たしていないものと考えられる。

想定した排出油量と同等規模の事故が実際に発生した場合は、隣接海域等の他の海域

の保有する油吸着材及び油処理剤を調達することにより補う必要がある。

このため、事前に他の海域の排出油防除計画により油吸着材及び油処理材の保有状況

を確認し、迅速に調達可能なものについて、関係管区海上保安本部と輸送方法等を検討

しておく必要がある。

さらに、当海域で保有する油吸着材及び油処理剤についても、引き続き増強を進める

ことが必要であり、このため、関係機関等との連携を図る必要がある。

３ オイルフェンス

想定の排出油の拡散を防止するために必要なオイルフェンスの量は、４４，０００ｍ

である。

当海域における保有状況からみて、想定排出油量に対するオイルフェンスの整備目標

を満たしているものと考えられる。

また、オイルフェンスを排出油事故発生場所付近の海域へ迅速に輸送し、かつ、展張

するためにはオイルフェンスを常時搭載した船舶又はオイルフェンスの輸送・展張作業

に従事する船舶、オイルフェンスの係止用錨等の十分な確保を図る必要がある。

なお、排出油等防除資材については、迅速に動員することが可能なものと、何らかの理

由から迅速に動員することに問題があるものがあること、また他の海域からの資材の動員

が必要になる場合も想定されることから、当海域においてはその資材の状況を詳細に把握

しておくことにより、事故時において迅速な資材の動員が確保されるよう努めることが必

要である。
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-------------------------------------------------------------------------------

＜整備目標の指針＞

第１ 排出油防除資材等の数量

排出油防除資材等の数量の整備目標は、排出油事故の発生に伴い、まず、早期に排出源

の周囲をオイルフェンスで包囲し、次いで、すでに拡散した排出油が更に広範囲にわたっ

て拡散するのを防止するために、これをオイルフェンスで包囲あるいは誘導して、排出油

の８０％を油回収船等機械的回収により回収し、残りの２０％を油吸着材及び油処理剤に

より回収又は処理するというパターンで排出油の防除作業を実施するものとした場合に必

要な数量とする。

１ オイルフェンス

オイルフェンスの展張は、排出油事故発生から６時間後（外洋に面した沿岸域におい

ては、１２時間後）の拡散予想範囲について、当該排出油の全周に二重に展張（外洋に

面した沿岸域においては、待ち受け二重展張）するとした場合に必要な数量とする。

２ 油回収船等

排出油は、気象・海象の影響により２～３日のうちにエマルジョン化が相当進行し、

非常に粘度が高くなってくる（ムース化の進行）ため、一般の低粘度油用の油回収船又

は油回収装置では回収が困難となるので、２～３日以内で、ムース化が著しく進行する

前に回収することが望ましい。従って、油回収船及び油回収装置の油回収能力の合計は、

想定排出量の８０％に相当する油を２～３日以内（１日１２時間の作業時間として合計

２４時間～３６時間）に回収するとした場合に必要な能力とする。なお、油回収船及び

油回収装置の油回収能力については、排出油の種類及び性状、排出油の拡散に伴う油層

厚の変化の状況、気象・海象の状況等によって異なることから、整備目標の評価は、資

材等の性能値等の合計により行うものとする。

しかしながら、気象・海象によっては、波浪等の影響により油回収船又は油回収装置

の回収効率が低下することも考慮する必要があり、他の海域からの動員の可能性を検討

する必要や、油のムース化が著しく進行する前に回収できなかった場合には、高粘度化

した油についても一定程度対応可能な資材等の活用を図る必要がある。

３ 油吸着材及び油処理剤

油吸着材（油吸着能力は自重の１０倍）及び油処理剤（処理能力は、通常型油処理剤

で自容量の４倍、高粘度油用油処理剤で１０倍、自己撹拌型油処理剤で自容量の２０

倍）の量は、想定排出油量の２０％に相当する油を回収又は処理するために必要な量と

し、油吸着材及び油処理剤でそれぞれ1/2 ずつの油を回収又は処理するために必要な数

量とする。

４ 油ゲル化剤

排出油防除資材等の数量の算出に当たっては、前述の資材等の使用を前提としたが、
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事故形態等により、複数の資材等の組合せ、あるいは、特定の資材等のみを使用せざる

を得ない場合等もあるので、液体油ゲル化剤（油処理能力は自容量の３倍）又は粉末油

ゲル化剤（処理能力は自重の３倍）を含め、それぞれの資材等の性能等を良く理解した

うえで、その整備を図っておく必要がある。

第２ 排出油等防除資材等の性能

１ わが国が輸入している油のなかには、ミナス原油、大慶原油等の高粘度油があり、こ

れらの油が海上に排出された場合には、短時間で流動性を失い、油塊状となる。

また、Ｃ重油も海上に流出後波浪等の影響を受けて経時変化し、同じように流動性を

失い、油塊状となる。

このため、このような油等の回収及び処理に適応できる排出油等防除資材等の開発等

を促進する必要がある。

２ 今後、新たに排出油等防除資材等を整備し、又は既存のものを更新する場合には、事

故の形態、気象・海象の状況、地域の特性等を踏まえて、迅速に排出油等の防除措置が

可能となるよう、質的な面でも向上を図っていく必要がある。

３ 近年の技術革新により、他の分野で活用されている技術、資材等を排出油等の防除措

置に利用することが有効な場合もあるので、広く活用可能な技術、資材等について調査

・研究しておくものとする。

第３ 有害液体物資対応の資材等

有害液体物質の防除は、物質の危険性について十分に認識した上で、その性状及び挙動

を把握し、さらに海象・気象、現場海域及び周辺海域の状況等に応じ、最も有効かつ適切

な方法で実施される必要がある。

一方、有害液体物質は、様々な物質が同時に輸送されていることもあることから、個々

の物質ごとに必要となる資材等を備え付けておくことや整備量を事前に決めておくことは

できないが、状況に応じた適切な防除措置を講じるために必要な種類のものが必要な数量

だけ確保されていることが望ましい。

有害液体物質のそれぞれの特性に応じ、必要となる資材等は、次のようなものがある。

１ 蒸発性物質

オイルフェンス、ゲル化剤、サンプリング資材、放水能力を有する船舶

２ 海面浮遊性物質

オイルフェンス、サンプリング資材、回収資材、回収装置

３ 海中漂流性物質

拡散防止資材（シルトフェンス等）、サンプリング資材

４ 沈降性物質

拡散防止資材（シルトフェンス等）、サンプリング資材、水中ポンプ、浚渫装置

６ 溶解性物質

拡散防止資材（シルトフェンス等）、サンプリング資材

これらの資材等の準備とともに、引火性や毒性を有する場合に備え、引火性ガス等の影

響範囲を把握するための検知器、作業員の安全を確保するための防護衣・保護具、引火性
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ガス等の発生を抑制するためのゲル化剤及び放水能力を有する船舶を整備する必要がある。

--------------------------------------------------------------------------------
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第４章 連絡及び情報の交換

第１ 連絡

船舶又は海洋施設等からの大量の油等の排出があった場合について通報を受けたときは、

その情報及び対応に必要な情報を、地域防災計画、コンビナート防災計画、油濁防止緊急

措置手引書、有害液体汚染防止緊急措置手引書及び排出油等の防除に関する協議会等にお

いて、予め定められた連絡網に従って関係機関等に連絡を行い、排出油等防除体制の早期

確立等を図るものとする。

第２ 情報の交換

関係機関等と一体となって排出油等の防除のための諸活動を迅速かつ的確に実施するた

めに、必要な情報の交換を図るものとする。

また、石災法に係る現地防災本部又は災対法に係る災害対策本部等が設置された場合は、

必要に応じ職員を派遣するとともに、これらの本部等との間における情報の交換体制をも

確立しておくものとする。

第３ 通信連絡手段の確保

連絡及び情報の交換を円滑に行うため、携帯無線機の増強、防災行政無線、ファックス

等の活用及び臨時電話回線の設置等により専用通信の手段の強化を図り、関係機関等との

通信手段の確保に努めるものとする。

なお、排出油等防除活動を関係者が共同で行う場合の通信手段としては、防災相互通信

用無線局の利用が有効と考えられるので、関係機関等とも協力して、この無線局の無線設

備の整備について促進を図るものとする。

第４ 連絡及び情報の交換

１ 連絡及び情報の交換

排出油等事故発生時の連絡先及び排出油等の防除のために必要な情報の交換先は、資

料２２のとおりである。

その他、コンビナート防災計画、地域防災計画、油濁防止緊急措置手引書、有害液体

汚染防止緊急措置手引書及び排出油等の防除に関する協議会等における連絡系統図等を

活用して連絡及び情報の交換を行う。

２ 通信連絡手段の確保

関係行政機関等の防災相互通信用無線局の保有状況は、資料２３のとおりである。
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第５章 排出油等の防除及び危険の防止

第１ 排出油等の防除及び危険の防止

排出油等の防除及びこれに伴う危険の防止に関する措置等についての基本的な指針は、

以下のとおりである。

--------------------------------------------------------------------------------

＜排出油等の防除及びこれに伴う危険の防止に関する措置等についての基本的な指針＞

１ 初動措置

(1) 事故の調査及び分析・評価

迅速かつ的確な排出油等の防除措置を講ずるためには、まず、排出油等事故の状況等

を迅速に調査し、その調査結果に基づき、分析・評価を行い、排出油等の量、排出油等

の拡散方向及び拡散速度、調達可能な排出油等防除資材等の量その他の排出油等防除活

動に必要な諸要件を判断し、沿岸海域環境保全情報（注）も参考にしながら、適切な排

出油等防除方針を早急に確立するものとする。

なお、排出油等防除方針の決定にあたっては、関係機関等が参画する排出油等の防除

に関する協議会の会員等との連携を図るものとする。

（注） 油等汚染事故発生時に油等防除措置を効率的に実施するため、必要な諸情

報をデータベース化し、これらの情報や油等拡散状況を海図データと合わせ

て電子画面表示化するためのシステム。

イ 事故の調査

排出油等事故発生の情報を入手したときは、更に詳細な情報を得るように努め、巡

視船艇、航空機を排出油等事故発生場所に派遣し、また、状況によっては、陸上から

職員を派遣して、次のような項目について調査を行わせるものとする。

① 事故発生の場所

② 船体破損部等の油等排出箇所の状況

③ 排出油等の種類及び性状並びに積載量及び積載状況

④ 油等の排出状況

⑤ 排出油等の拡散状況

⑥ 付近海域におけるガス濃度

⑦ 油等の防除のために講じた措置又は講じようとする措置

⑧ 備え付けている排出油等防除資材等

⑨ 市街地、港湾、工場施設、養殖漁場、定置網、海水浴場等の海域施設等との距離

⑩ 船舶交通の状況

⑪ 水産動植物及び野生生物への影響

⑫ 付近海域における気象・海象の状況
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ロ 事故の分析・評価

事故の調査結果に基づき、その規模及び大要を分析し、的確に事故対応方針を決定

するために、次の要件を加味して災害の発生及び拡大の程度等を評価するものとする。

① 排出油等の推定量及び引き続き排出されるおそれの有無

② 排出油等の漂流予測

③ 排出油等による被害及び影響の程度

④ 付近海域のガスの危険範囲

⑤ 排出油等防除資材等及び要員（専門家を含む。）の動員可能数

(2) 防除措置義務者等に対する指導及び指示

排出油等事故が発生した場合、排出油等事故による災害の発生及び拡大の防止のため

には、応急措置を講ずべき船長等及び防除措置を講ずべき船舶所有者等の関係者の措置

義務者の措置が迅速かつ的確に実施されることが必要不可欠な要件となる。従って、こ

れらの措置義務者の措置の実施状況を判断し、必要な場合は、次の様な措置を講ずるも

のとする。

イ 応急措置義務者に対する指導

応急措置を講ずべき船長等に対しては、海防法に基づく次の措置が迅速かつ的確に

実施されるよう指導するものとする。

応急措置を講ずる必 措置義務者 措置の内容

要のある場合

大量の油等の排出 ・ 船長又は施設の 次に掲げる排出油等防除措置のうち

があったとき 管理者 有効かつ適切な措置であって措置義務

・ 排出の原因とな 者が現場において講ずることができる

る行為をしたもの もの

・ オイルフェンスの展張等による拡

散の防止

・ 損壊箇所の修理等の引き続く油等

の排出防止

・ 他のタンクへの残油等の移送

・ 排出油等の回収

・ 油処理剤その他の薬剤による処理

危険物である油等 ・ 引き続く危険物の排出の防止及び

が排出した場合であ 排出された危険物の火災の発生の防

って海上火災が発生 同 上 止のための応急措置

するおそれのあると ・ 現場付近にある者又は船舶に対し

き 注意を喚起するための措置

ロ 防除措置義務者等に対する指導
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防除措置を講ずべき船舶所有者等に対しては、海防法に基づく次の措置が迅速かつ

的確に実施されるよう指導するものとする。

防除措置を講ずる必 措置義務者等 措置の内容

要のある場合

大量の油等の排出 ・ 船舶所有者 次に掲げる排出油等防除措置のうち

があったとき ・ 施設の設置者 有効かつ適切な措置

ただし、応急措置 ・ 排出の原因とな ・ オイルフェンスの展張等による拡

義務者の講ずる措置 る行為をした者の 散の防止

のみによって確実に 使用者 ・ 損壊箇所の修理等の引き続く油等

排出油等の防除がで の排出の防止

きると認められると ・ 他のタンクへの残油等の移送

きは除く ・ 排出油等の回収

・ 油処理剤その他の薬剤による処理

・ 他の船舶又は他の施設への残油等

の移替え

・ 油等の蒸発の促進又は抑制

・ 油等の分解の促進

・ 汚染状況の把握その他の排出油等

防除の措置

大量の油等の排出 ・ 船長又は船舶所 ・ 油等の抜き取り

のおそれがあるとき 有者 ・ その他油等の排出の防止のため必

・ 施設の管理者又 要な措置

は設置者

危険物である油等 ・ 船長又は船舶所 ・ 油等の抜き取り

の排出のおそれがあ 有者 ・ その他油等の排出の防止のため必

るとき ・ 施設の管理者又 要な措置

は設置者

ハ 援助・協力者に対する指導

油等の排出が港内又は港の付近にある船舶から行われたものであるときは、次の者

は、海防法に基づき、措置義務者が講ずべき措置の実施について援助し、又は措置義

務者と協力して排出油等の防除のため必要な措置を講ずるよう努めなければならない

が、これらの援助、協力が迅速かつ的確に実施されるよう指導するものとする。

① 当該港が当該排出された油等の船積港であるときは、当該油等の荷送人

② 当該港が当該排出された油等の陸揚港であるときは、当該油等の荷受人

③ 当該油等の排出が船舶の係留中に行われたときは、当該係留施設の管理者
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ニ 防除措置義務者等に対する防除措置命令

防除措置義務者等が、ロの措置を講じていないと認められるときは、海防法に基づ

き、具体的な状況に応じ最も適切な防除措置を特定して、これを講ずるよう命ずるも

のとする。

ホ センターに対する指示等

緊急に排出油等の防除措置を講ずる必要がある場合において、ニの防除措置命令を

発したにもかかわらず防除措置義務者等が、講ずべき措置を講じていないと認められ

るとき、又はニの防除措置命令を発するいとまがないと認められるときは、海防法に

基づき、ロの措置のうち必要と認めるものを講ずべきことを、センターに対し指示す

るものとする。

また、機動防除隊及び巡視船艇等により応急の防除措置を講ずるとともに、必要に

応じ関係機関等に防除措置の実施等について要請を行うものとする。

(3) 危険防止措置等

排出油等事故の発生に伴い、火災、爆発等が発生するおそれがある場合には、危険防

止措置等を講ずるものとするが、これらの措置については５で触れることとする。

２ 防除体制

(1) 大規模海難等対策本部の設置

排出油等の防除措置を一元的かつ効率的に実施するために、大規模海難等対策本部規

則（昭和４８年海上保安庁訓令第４号）に基づき、大規模海難等対策本部（以下「対策

本部」という。）を設置するものとする。

(2) 関係機関等との調整

関係機関等が行う各種の措置が相互の有機的な連携の下に、一層迅速かつ効果的に実

施されるため、密接に連絡を行うとともに、できるだけ早期に、関係機関等と対策会議

を開催し、基本的対策について総合的な検討及び調整を行い、関係者間の意思の疎通を

図るものとする。

対策の円滑な推進を図るため、防除措置義務者又はその代理人等（防除活動について

その権限を委任された者）を対策本部にできるだけ常駐させ、対策方針の決定及びその

変更等を了解させ、その徹底を図るほか、排出油等事故発生船舶等の構造等に関する図

面の提出を求める等により、必要な情報の早期入手に努めるものとする。

なお、防災基本計画に基づき、「警戒本部」、「連絡調整本部」、「非常災害対策本部」及

び「非常災害現地対策本部」が設置された場合については、その枠組みに従い関係機関

等との調整を行うものとする。

３ 排出油の防除作業要領

海上における排出油は、気象、海象等の自然条件によって大きく影響を受け、時間の経

過とともに広範囲に急速に拡散され、防除活動も一層困難性を増すこととなる。

従って、防除作業を行うに当たっては、まず、排出油の拡散及び性状の変化の状況につ

いて確実な把握に努め、事後の適切な防除方針を決定するとともに、初動段階において有

効な防除勢力の先制集中を図り、迅速かつ効率的に排出油の回収及び処理を実施するもの
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とする。

また、防除作業は、排出源の早期制圧により引き続く油の排出の抑止に努め、すでに排

出された油及び排出を抑えられなかった油については、オイルフェンス等により包囲ある

いは誘導することにより拡散を局限し、油回収船、油回収装置、油吸着材、油ゲル化剤等

により回収することを基本とするが、これにより難いときは、排出油の状況に応じ、油処

理剤により処理するものとする。

(1) 排出油の拡散及び性状の変化の状況監視

巡視船艇を要所に配置し、必要に応じて航空機を出動させ、排出油の拡散及び性状の

変化の状況について監視、報告させるほか、一般航行船舶、出漁船等からも関連情報を

得るように努めるとともに、その情報の確認を行うものとする。

(2) 防除作業の手法

イ 引き続く油の排出防止

① 応急措置

a) ガス抜きパイプの閉鎖

タンク内への空気の流入を止め、タンク内の圧力を下げて、ヘッド差による油の

排出を防止するための方法で、破口が小さく、船底付近にあるときは、特に有効で

ある。

なお、ガス抜きパイプは、タンク内の圧力を一定に保つブリーザーバルブの役目

を果たしているため、他のタンクとの共通使用の有無について留意する必要がある。

b) 船体の傾斜調整

バラストの移動により、船体を傾斜させて油の排出を防止する方法である。

c) 応急資材による閉塞

比較的破口の小さい場合に、その効果が期待できるもので、防水マット、木材等

により破口を閉鎖する方法である。

d) 他のタンク等への移送

パイプが連結されている他のタンク等への移送であり、もっとも確実な方法であ

る。

② 瀬取り

引き続く油の排出を防止するため、破損タンク内の油を、他船又は他の施設へ移

送するもので、事故船舶の移動、漂流等による新たな油の排出や、沈没による油の

湧出の発生を防止するためには、事故発生後直ちに瀬取り船を手配しなければなら

ない。

ロ 排出油の拡散防止

排出油は、海潮流及び風の影響を受けて、通常、急速に拡散し、海洋汚染の範囲が

拡大するため、排出油事故が発生した場合には、直ちに、排出源付近の海域にオイル

フェンスを展張して排出油を包囲し、拡散を局限することが極めて重要である。

オイルフェンスの展張に当たっては、排出油事故の態様及び規模、排出油の拡散状

況、気象・海象の状況、付近海域の状況等を検討し、オイルフェンスの展張位置、展

張形態、展張量等について展張計画を定めたうえ、作業が迅速に実施されるよう努め

るものとする。
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なお、状況によっては、風浪や海潮流の影響を受けて、展張したオイルフェンスに

より包囲した排出油がオイルフェンスの下側をくぐり抜けて流出する場合も予想され

るので、必要に応じオイルフェンスを多重展張することとする。

また、オイルフェンスの標準的な展張形態は、第２図のとおりであるが、展張計画

を定めるに当たっては、この標準的な展張形態を適宜応用するものとする。

ハ 排出油の回収

排出油の回収方法としては、油回収船、油回収装置等を使用して回収する機械的回

収、油吸着材、油ゲル化剤、高粘度油回収ネット等を使用して回収する物理的回収、

その他グラブ船、バキュームカー、ひしゃく、バケツ、半切りドラム缶等を使用して

回収する応急的、補助的な回収があり、排出油の防除作業に当たっては、排出油の種

類及び性状、拡散に伴う油層厚の変化の状況、経時変化の状況、気象・海象の状況等

に応じて、これらの回収方法のうち最も効果的な方法を用いるものとするが、この場

合は、次の点に留意する必要がある。

① オイルフェンスで包囲あるいは誘導した排出油は、油回収船、油回収装置等を使

用した機械的回収方法により回収することが最も望ましいが、状況によっては、こ

れと相まって他の回収方法も併用して効果的に回収するよう努めるものとする。

② 油吸着材を使用して回収した場合、使用後の油吸着材は、風浪や海潮流の影響を

受けて広範囲に散乱あるいは沈下するので、その回収方法について事前に十分検討

しておく必要がある。

③ 油ゲル化剤は型式承認品等技術上の基準に適合するものでなければ使用してはな

らない。なお、油ゲル化剤の使用の際、特に次の点に留意するものとする。

a) 次の場合には、原則として使用してはならない。

・ 排出油が燃えている場合。

・ 油ゲル化剤の使用によって生ずる凝固油の回収が、気象・海象条件その他の

事由によって極めて困難であると認められる場合。

・ 油回収装置、油回収船で回収が容易に行われている場合。

b) 使用に際しては、次の事項に留意しなければならない。

ⅰ 液体油ゲル化剤

・ 原則として散布器を使用し、水で希釈して散布してはならない。

・ 基準散布量は油量の約３０％とし、凝固油の状態を確認しながら適当量散

布すること。

・ 散布後は直ちに十分なかくはんを行うこと。

・ できる限り風上から散布し、特に風が強い場合には、油面の近くで散布す

る等により、油ゲル化剤の散逸を防ぐこと。

・ 散布作業員は、顔面その他の皮膚の露出を避けること。

・ ゲル化した排出油は、すみやかにネット等により回収すること。

ⅱ 粉末油ゲル化剤

・ 原則として散布器を使用すること。

・ 基準散布量は油量の約１５～３０％とし、凝固油の状態を確認しながら適

当量散布すること。
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・ 原則としてオイルフェンスで包囲した油面に正確にかつ均一に散布する等

により未反応の粉末油ゲル化剤の発生を防ぐとともに、できる限り風上から

散布する等により、粉末油ゲル化剤の散逸を防ぐこと。

また、未反応の粉末油ゲル化剤については、ネット、ポンプ等で極力回収

すること。

・ 散布作業員は、顔面その他の皮膚の露出を避けること。

・ ゲル化した排出油は、すみやかにネット等により回収すること。

ニ 軽質油類の揮散抑制

一般にガソリン、ナフサ等の高揮発性油の広域流出油面は、引火の危険が大きく回

収処理作業は困難を伴うが、オイルフェンスの展張により拡散を局限し、泡消火剤で

油面を覆い、あるいは油ゲル化剤が安全に散布処理できる場合や、比較的揮発性の少

ない灯油や軽油の場合には、油面を凝固することにより大幅に油の揮散量を押さえ、

引火危険性の軽減、難燃化を図るものとする。

ホ 排出油の化学的処理

排出油の化学的処理とは、排出油に適当量の界面活性剤を散布、かくはんすると、

油はその表面張力を弱め、油が水に包まれた形のエマルジョン化が進み、微細な油滴

となって水中に分散することを利用して排出油を処理する方法である。

排出油の処理は、基本的には、ハの各回収方法によって排出油そのものを回収する

ことが望ましいことであるが、排出油が広範囲にわたって拡散し、油層厚がうすくな

る等その状況によっては、これにより難い場合があり、このような場合には、排出油

による災害の発生及び拡大の防止のために必要な限度において、油処理剤を使用した

化学的処理を行うものとする。なお、油処理剤は型式承認品等技術上の基準に適合す

るものでなければ使用してはならず、使用の際は特に次の点に留意するものとする。

① 次のいずれかに該当する場合を除き、使用してはならない。

a) 火災発生等による人命の危険または財産への重大な損害が発生し、又は発生す

るおそれがあるとき。

b) 他の方法による処理が困難な場合であって、油処理剤により、又は油処理剤を

併用して処理した方が海洋環境に与える影響が少ないと認められるとき。

② 次のいずれかに該当する場合には、①b)に該当する場合であっても、油処理剤を

使用してはならない。

ただし、特別な事情がある場合は、この限りではない。

a) 排出油が、軽質油（灯油、軽油など）、動物油又は植物油であるとき。

b) 排出油が、タール状又は油塊となっているとき。

c) 排出油が、水産資源の生育環境に重大な影響があるとされた海域にあるとき

③ 油処理剤を使用する場合には、次の事項に留意しなければならない。

a) 原則として散布器を使用すること。

b) 散布量に注意し、特に過度の散布にならないこと。

c) 散布後は直ちにかくはんを行うこと。

d) できる限り風上から散布し、特に風が強い場合には、油面の近くで散布する等

により、油処理剤の散逸を防ぐこと。
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e) 散布作業員は、顔面その他皮膚の露出を避けること。

④ 油処理剤の使用に当たっては、排出油をサンプリングし、乳化効果を確認するこ

と。

⑤ 油処理剤の使用に当たっては、各地域ごとに関係地方公共団体、関係漁業者等と

事前に協議し合意に達しておく必要がある。

ヘ 回収した油の処理

回収した油の処理は、すみやかに集油船等により廃油処理施設、焼却施設等に輸送

して処理するものとするが、状況によっては、あらかじめ集積地を定め、ここに一時

保管し、逐次輸送して処理するものとする。

４ 有害液体物質の一般的な防除措置

有害液体物質の排出事故が発生した場合、原因者は海上保安部署へ通報するとともに、

自ら又はセンター等へ委託し、防除措置を講じることとなる。海上保安庁は、巡視船艇、

航空機等を出動させ、排出状況の把握、船舶の航行制限、原因者・センター等防除措置実

施者への指導を行うとともに、原因者が必要な措置を講じていない場合は、センターに指

示して防除措置を行わせ、また、原因者のみでは防除が困難な場合など必要に応じて、自

ら排出された有害液体物質の防除を行うこととなる。

有害液体物質は、その種類が多く、その性状も物質によって異なること、物質によって

は引火性や反応性あるいは毒性を有するものがあり、また、その反応にあたってはそれら

が複合した場合、危険性に十分配慮する必要があることから、流出事故が発生した場合に

は、第三者への二次被害の発生防止及び防除作業に従事する者の安全確保等、人命の安全

を第一として対応し、可能な限り海洋環境又は社会・経済活動への影響若しくは被害を防

止ないしは極小化することを基本とする。

(1) 事故発生時の措置

有害液体物質の排出事故が発生した場合には、その性状、量、複合危険性等の情報を

正確に把握し、対処する必要があることから、速やかに次の措置を実施するものとする。

イ 事故船舶の船長、船舶所有者、運航者、代理店等又は海洋施設等の設置者に対し、

確認すべき事項。

① 事故等の発生日時、場所、船舶又は海洋施設等の名称、種類、総トン数、国籍、

事故等の概要

② 積載している又は貯蔵している有害液体物質の種類、名称、量、積付又は貯蔵の

状況、排出された場合はその量及び拡がりの状況

③ 当該有害液体物質が容器入りである場合は、収納している容器の種類（直接収納

する容器の種類及びこれらの容器を収納する貨物コンテナ等の種類の双方）、数量及

び積付の状況

④ 有害液体物質による海洋汚染及び海上災害の防止のために現在とられている措置

⑤ 有害液体物質防除のための資材等の種類、量、現場投入に要する時間及び現場投

入方法

⑥ サルベージ会社等の手配状況

⑦ 現場の気象・海象
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⑧ 当該船舶に積載されている又は貯蔵されている有害液体物質の荷送人及び荷受人

の氏名又は名称並びに住所等

ロ 巡視船艇・航空機・陸上職員等を現場に派遣する等して状況を調査するとともに、

事故船舶と早急に連絡をとり、人命及び船体の状況、有害液体物質の排出の有無又は

拡がりの状況、積付の状況、現在とられている措置、現場の気象・海象等に関する情

報を速やかに収集する。

ハ イ及びロにより確認・収集した情報をもとに、「ＨＮＳ海上流出事故対応データ・ベ

ース（日本語版）」、その他参考資料、専門知識を有する者の助言等により、当該有害

液体物質の性状及び危険性を把握するとともに、ガス検知等により危険性のある海域

（危険範囲）を指定し、防除方法等を判断する。

ニ 二次災害発生のおそれのある場合は、速やかに次の措置を実施する。

① 地方公共団体、漁業関係団体、海事関係団体等に事故の概要を通報すること。通

報するにあたっては、排出され、又は排出のおそれのある有害液体物質の名称、性

状等について正確に通報するとともに、現在の状況についても併せて通報する。

② 特に災害が沿岸に及ぶおそれがある場合は、地方公共団体等の防災機関との連絡

を密にする。

③ 航行警報等により、また報道機関の協力を得て、付近船舶への周知・徹底を図る

とともに巡視船艇・航空機により危険海域付近の警戒を実施する。また、必要に応

じて、海防法及び港則法（昭和２３年７月１５日法律第１７４号）の定めるところ

により火気使用の制限・禁止、航行制限・禁止等の措置を講ずる。

④ 排出に係る船舶の所有者、船長等又は海洋施設等の管理者に対し、引き続く排出

及び拡散の防止等海上防災対策実施のための措置を講ずるよう指導する。また、必

要に応じ、センターに対する海上防災のための措置の委託を指導するとともに、有

害液体物質の製造業者、産業廃棄物処理業者等に対し専門的知識・技能を有する者

及び作業員の派遣並びに所要の資材等の提供の協力を要請させる等指導する。状況

によっては、海防法の定めるところにより防除措置等を命ずる。

(2) 防除方法

有害液体物質はその性状等から海域に排出された場合の挙動により、蒸発性物質、海

面浮遊性物質、海中漂流性物質、沈降性物質及び溶解性物質の５つに分類でき、また、

事故発生海域が外洋であるか港内等の沿岸部であるかによって、二次被害発生の有無が

判断できることから、これらの分類及び事故発生海域の区分により、次のとおり一般的

な防除方法等に分けることができる。

イ 蒸発性物質

蒸発性の有害液体物質の流出事故に対しては、短期間で蒸発することから、物質の

性質に応じ厳重な火気管理及び中毒防止を図りつつ蒸発促進により大気への拡散を促

すこととなるが、港内等での事故に対しては、蒸発ガスによる二次被害を防止するた

め、ガスの蒸発抑制の措置を講じる必要がある。

① 外洋での事故の場合

外洋での事故の場合には、二次被害の発生等周囲への影響がないことから、必要

に応じてモニタリングを行い、実際に危険な範囲を特定し、船舶の接近防止措置等



- 33 -

を講じた上で、ガスの蒸発･拡散を促進するための放水等を行い、ガス及び液の自然

消滅を待つ。

② 沿岸部での事故の場合

蒸発ガスにより、二次被害発生のおそれがあることから、モニタリングを行い、

実際に危険な範囲を特定し、船舶の接近防止措置等を講じた上で、ガスの発生を抑

制するため、ゲル泡消火剤の放射、高分子ポリマー又は粉末油ゲル化剤の散布を行

い、モニタリングによりガスの発生がなくなったことを確認した後、ゲル化物を回

収ネット等により回収する。

ロ 海面浮遊性物質

浮遊性の有害液体物質の流出事故に対しては、物質の性質に応じ厳重な火気管理及

び中毒防止を図りつつ蒸発促進及び水中溶解により大気又は海中への拡散をうながす

こととなるが、長期にわたり水面に滞留する等海洋汚染あるいは付近海域の危険性が

継続する等の場合には、原状回復のため防除処理が必要となる。

浮遊性物質が海面に流出したのちの水面上での拡散は非常に速く、その拡散過程で

は大気中への揮散及び海中への溶解を伴い、しかも液層は、連続した層を保ちながら

拡散する膜拡散あるいは細粒化しながら拡散する粒子拡散等それぞれの物質により拡

散の様態はさまざまである。

このような拡散過程において薄層化あるいは細粒化する流出物質を拡散状態のまま

で吸引、吸着等の物理的方法により回収処理することは極めて困難である。

したがって、危険ガス範囲、汚染区域を局限するとともに回収等の処理を容易にする

ためには、流出物質の拡散を防止する措置を講じることが重要である。

この拡散防止に使用できる資材等、方法等については油の場合と同様に

・ オイルフェンスによるせき止め

・ 水流による誘導

の方法が考えられ、閉鎖海域等平穏で海潮流の影響を受けないなどの良い条件下にお

いては、有効であると思われることから、以下、拡散防止の手法について述べる。

・ オイルフェンスによる拡散防止

流出油の拡散を防止し、あるいは特定の海域への侵入を防止する資材等として

現在までに多種類のオイルフェンスが開発されている。

有 害液体物質に対する、オイルフェンスの使用法は、流出油の拡散防止と同様

の方法がとられるが、油と異なる点は、物質の海面拡散速度が極めて速いことで

ある。

このため、オイルフェンスによる拡散防止措置を講じることが決定されたら、

直ちに作業に着手し短時間で、しかも液層が厚く拡散途中にある液層に対して展

張を行う等現場における流出状況に応じた臨機の措置が必要である。

・ 水流による拡散防止

作業船の消防ポンプによる棒状放水は、液の拡散面に直接放水することにより

液を攪拌し蒸発を促進させる手段として用いられるが、ここでは、拡散防止の手

段として利用しようとするものである。すなわち、拡散液面の外縁に沿って放水

を行うことにより水流を作り、回収処理に適した場所へ誘導することが可能であ
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る。この方法は、流出物質を封じ込める場所があり、気象海象状況が穏やかな場

所等に有効な方法である。

更に、封じ込める場所には、陸岸の凹部、防波堤の屈曲部等が利用されるが、

その選定に当たっては、流出物質から発生する有毒ガスによる沿岸地域等への被

害が生じないような場所を選ぶ必要がある。

① 外洋での事故の場合

外洋での事故の場合には、二次被害の発生等周囲への影響がないことから、モニ

タリングを行い、実際に危険な範囲を特定し、船舶の接近防止措置等を講じた上で、

必要に応じ、ガスの蒸発･拡散を促進するための放水又は攪拌等を行い、また、状況

に応じては、ゲル泡消火剤等により拡散を制御しつつ、ガス及び液の自然消滅を待

つ。

なお、流出物質の拡散範囲が沿岸に及ぶ可能性がある場合には、上記拡散防止措

置を講じた上で、ガス及び液の自然消滅を待つ。

② 沿岸部での事故の場合

蒸発ガスにより、二次被害発生のおそれがあることから、拡散防止措置を行い、

モニタリングにより実際に危険な範囲と特定し、船舶の接近防止措置等を講じた上

で、ゲル泡消火剤の放射、高分子ポリマー又は粉末油ゲル化剤の散布により蒸発抑

制、固化した後、ゲル化物等をオイルフェンスで包囲、油回収装置又は高粘度油回

収ネット等により回収する。

また、オイルフェンスにより包囲･集積し、油吸着剤による回収の方法もあるが、

物質の吸着は瞬間的であり、吸着後そのまま放置すると蒸発揮散するので、直ちに

回収しなければ回収効率を低下させることとなり、回収後の油吸着材からのガスの

蒸発は継続するので、直射日光をさけるとともに容器には蓋をしてガスの揮散を防

止する処置が必要となる。

ハ 海中漂流性物質

海水と比重が等しい物質はその揮発性、溶解性により大気中への揮散及び海中への

溶解を伴いながら海中を漂流、物資によっては海底に堆積するが、海流、潮流に流さ

れ相当の距離、海中を移動することもある。

① 外洋での事故の場合

外洋での事故の場合には、二次被害の発生等周囲への影響がないことから、必要

に応じてモニタリングを行い、実際に危険な範囲を特定し、船舶の接近防止措置等

を講じた上で、攪拌等により自然拡散を促進し、自然消滅を待つこととなる。

② 沿岸部での事故の場合

海中の漂流により二次被害発生のおそれがある場合には、モニタリングにより実

際に危険な範囲を特定し、船舶の接近防止措置等を講じた上で、シルトフェンスに

より拡散防止措置を行い、薬剤により中和又は無害化を行うこととなるが、薬剤が

ない場合にあっては、ポンプ等の回収装置により回収する。

蒸発ガスがある場合は、ゲル泡消火剤の放射、高分子ポリマー又は粉末油ゲル化

剤の散布により蒸発抑制、固化した後、ゲル化物等を油回収装置又は回収ネット等

により回収する。
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ニ 沈降性物質

海水より比重の大きい沈降性物質はその揮発性、溶解性により大気中への揮散及び

海中への溶解を伴いながら海底に沈降する。一般には海底の凹部、岩石の間等に滞留

するものと考えられ、また、海流、潮流に流され相当の距離、海底を移動することも

ある。このため、荒天により海底が攪拌され、思わぬ場所で有害液体物質による危険

が発生することも考えられる。また、海底の地形によって沈降の状況も変化し、更に、

ヘドロの堆積した場所では沈降した物質がヘドロ中へ侵入することもある。

従って、海底に沈降した物質の所在の確認は非常に難しいが、方法としては、存在

推定位置の海底を遠隔採取装置によりサンプリングし、これを分析して拡散状況を判

定する方法、遠隔水中テレビカメラを使用して物質の所在を確認する方法等があり、

水深が許せば回収についても検討することとなる。

① 外洋での事故の場合

外洋での事故の場合には、二次被害の発生等周囲への影響がないことから、必要

に応じてモニタリングを行い、実際に危険な範囲を特定し、船舶の接近防止措置等

を講じた上で、自然消滅を待つ。

② 沿岸部での事故の場合

港内その他閉鎖的海域での事故の場合は、海潮流の影響もあまりなく海底に堆積

していると考えられるので、可能な限り回収をすることとなるが、この場合、シル

トフェンスにより拡散防止措置を講じた上で、ポンプ等の回収装置、浚渫機により

回収する。しかし、それ以外の海域においては、岩礁等により現場に接近できない

か、水深が深く浚渫機が使用できないなど回収が困難である場合が多く、必要に応

じて危険海域の設定を行い、断続的にサンプリングを行い、物質の経年変化、自然

拡散による危険性の減少を待つ。

無害化する薬剤が開発されている物質については、薬剤により無害化を図る。

蒸発ガスがある場合は、ゲル泡消火剤の放射、高分子ポリマー又は粉末油ゲル化剤

の散布により蒸発抑制、固化した後、ゲル化物等を油回収装置又は回収ネット等に

より回収する。

ホ 溶解性物質

短時間で海水中に溶解することから、回収については困難な物質である。

① 外洋での事故の場合

外洋での事故の場合には、二次被害の発生等周囲への影響がないことから、必要

に応じてモニタリングを行い、実際に危険な範囲を特定し、船舶の接近防止措置等

を講じた上で、攪拌等による自然拡散を促進し、自然消滅を待つ。

② 沿岸部での事故の場合

二次被害発生のおそれがある場合には、モニタリングにより実際に危険な範囲を

特定し、船舶の接近防止措置等を講じた上で、シルトフェンスにより拡散防止措置

を行い、薬剤により中和又は無害化を行う。

蒸発ガスがある場合は、ゲル泡消火剤の放射、高分子ポリマー又は粉末油ゲル化

剤の散布により蒸発抑制、固化した後、ゲル化物等を油回収装置又は回収ネット等

により回収する。
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５ 危険防止措置等

(1) 危険防止措置

危険物である原油が排出した場合、原油には、一般的に、エタン、プロパン、ブタン、

ペンタン等の常温気体分が含まれるため、引火性が強く、火災、爆発が発生するおそれ

があり、また、これらの石油ガスは、人体に悪影響を及ぼすため、中毒症状をおこすこ

ともある。

また、有害液体物質にも、引火性が強く、火災、爆発を発生するおそれのあるものや

発生するガスが人体に影響を及ぼし、中毒症状を起こすこともある。

従って、海上に排出された原油や有害液体物質の防除作業を実施するに当たっては、

火災、爆発及びガス中毒等の二次災害を防止するため、次の点に留意するものとする。

イ ガス検知器具により、石油ガス等の有無を確認し、引火の危険性及びガス中毒の危

険性からみた危険範囲を常に把握するとともに、必要に応じ、海防法第４２条の５第

１項及び第３項の規定に基づき、火気の使用制限又は禁止、船舶の退去又は進入中止

等の危険防止措置を講ずること。

ロ 火気の使用制限又は禁止、船舶の退去又は進入中止等の危険防止措置に関する必要

事項を現場付近の船舶、沿岸住民等に対し周知徹底すること。

なお、周知方法としては、次のような方法により、実施するものとする。

① 緊急通信、安全通信等により周知する。

② 現場海域に出動中の巡視船艇、航空機により、訪船指導の他、拡声器、垂れ幕、

通信筒の降下等の手段を用いて周知する。

③ 現場付近の海域を航行する船舶に関係する船会社、船舶代理店等の関係者を通じ

て周知する。

④ 陸上から職員を派遣し、又は関係機関等を通じて周知する。

ハ 有効な消防能力を有する消防船等を現場海域に待機させる等により、火災、爆発等

の緊急事態の発生に備えること。

(2) 船舶交通の危険防止措置等

油等の排出により、航路筋が閉塞される等により現場周辺の海域において船舶交通が

混雑し、あるいは、排出油等防除作業を実施している現場海域に防除作業とは無関係な

船舶が多数出入して新たな海難が発生する危険が生じ、あるいは、防除作業の円滑な実

施の妨げとなる場合がある。

このような場合、必要に応じ、海防法第３９条の２又は同法第４２条の８の規定に基

づき、船舶の退去若しくは進入中止等又は船舶の航行制限若しくは禁止の措置を講ずる

ものとする。

(3) 白物の防除措置

ガソリン、灯油、軽油等のいわゆる「白物」と呼ばれるものは、引火性が強く、火災、

爆発の危険及び人体への影響が大きいため、排出された場合は、回収は非常に困難であ

るとともに防除措置を講ずる場合も、厳重な注意が必要である。このうち、灯油及び軽

油の防除措置については、引火の恐れがなことが確認された場合は、重油等の黒物の防

除作業の手法により措置することができる。

ガソリンの防除措置については、次の方法で措置することが必要である。
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イ 船のエンジンはもちろんのこと、付近のあらゆる火気を絶つ。

ロ 付近の船舶等に対して、火気厳禁等の注意を喚起する。

ハ ガス検知を実施して、引火及び中毒の危険範囲や退避の必要な範囲を把握するとと

もに、これらの範囲内の船舶に対して移動を命じ又は航行の制限若しくは禁止を行う。

ニ 可能であれば、オイルフェンスを安全な方法で展張し、危険な方向への広がりを防

止する。

ホ 止むを得ず危険範囲に近づく場合には、あらかじめ風向、風速等気象状況及び蒸気

の拡散状況をよく把握し、安全を確認する。

ヘ 原則として、蒸発による危険の消滅を最優先とするが、状況に応じて有効であれば、

油吸着材又は油ゲル化剤により回収又は処理する方法もある。

(4) 防除活動における防除実施者の危険防止等

防除作業を実施するにあたっては、必要に応じて保護具を着用する等、ガス中毒の防

止等を図るとともに、防除作業が厳しい条件下でなされる場合においては、船体動揺及

び油等による足場不良、防除資材等の重量物の取扱等に係る危険が伴うことについて十

分留意する必要がある。

６ 財産の処分

海防法第４２条の規定に基づき、排出された著しく大量の油等により海洋が著しく汚染

され、当該汚染が広範囲の沿岸海域において、海洋環境の保全に著しい障害を及ぼし、人

の健康を害し、財産に重大な損害を与え、若しくは事業活動を困難にし、又はこれらの障

害が生ずるおそれがある場合において、緊急にこれらの障害を防止するため排出油等の防

除の措置を講ずる必要があると認められるときは、当該排出油等の防除の措置を講ずるた

め止むを得ない限度において、当該排出された油等が積載されていた船舶を破壊し、当該

排出された油等を焼却するほか、当該排出された油等のある現場付近の海域にある財産の

処分を行うものとする。

--------------------------------------------------------------------------------
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第２ 排出油等の防除等にあたっての当海域の留意事項

１ 初動措置

(1) 事故情報を入手した際は、油等の危険防止措置等に十分留意の上、巡視船艇・航空

機により、可能な範囲において事故船舶の状況や排出油の拡散状況等を調査するとと

もに、排出油等による被害状況等についても早急に確認する。

また、積極的に付近航行船舶等からの情報収集に努める。

(2) 巡視船艇等による付近航行船舶への周知、注意喚起に併せ、第五管区海上保安本部

運用司令センター及び大阪湾海上交通センターを通じ安全通信等を早急に実施する。

２ 防除作業要領等

(1) 排出油等事故発生時には、当海域内の海上保安部署に保管されている排出油等防除

資材等を有効活用するとともに、当海域内に所在するセンターの契約防災措置実施者

が保有する排出油等防除資材等を有効活用する。

(2) 特に原油やガソリン等の危険物である油等の排出の場合においては、付近航行船舶

等が火種となり海上火災又は爆発等の二次災害を起こす危険もある。

このため、ガス検知器具により危険範囲把握のための調査を実施し、必要な措置を

講ずる。

(3) 漂流方向にある工場の取水口、漁業施設等特に保護を要する区域について、オイル

フェンスを展張する等の漂着防止措置を直ちに実施出来るよう準備する。

(4) 当海域の沿岸各所には、養殖用のいけす等が多数設置されているが、このような漁

業施設が設置されている海域では、油処理剤等の使用が制限又は限定されることもあ

ることから、他の回収方法による排出油等の処理又は回収についても前広に準備して

おく。

(5) 排出油等事故により船舶交通の危険が生ずるおそれがあるときは、必要に応じて船

舶交通を制限し又は禁止するものとする。
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第３編 外洋域における排出油等の防除対策

本編においては、外洋に面した沿岸域から領海を越え、排他的経済水域に至る日本周辺海

域で起きる事故を対象とし、その際の油等防除対策を中心に定めるものとする。沿岸付近の

事故については、既に定められた１６海域の排出油等防除計画に基づき対処するものとする

が、沿岸域であっても外洋に面した海域であれば、状況によって本編を参考にする。

第１ 気象・海象の状況

海域の気象・海象状況については、各海域編で詳細に記述されている通りであるが、外

洋に面した北海道沿岸、日本海沿岸、本州沿岸、九州沿岸、南西諸島沿岸についての気象

・海象の概要は次のとおりである。

１ 北海道沿岸

冬季から春期にかけて出現する温帯低気圧については、長時間・広範囲にわたって猛

威を振るい、その強さはしばしば台風並みになることもある。冬期の季節風が一般的に

強い。１１月から翌５月が多く、６月から９月は少ない。南岸東部及び東方諸島では、

春・夏季に濃霧が多く発生、北部及び西岸では、冬季は吹雪の日が多い。また冬季には

流氷による事故も発生する。

海流については、対馬暖流とそれから分岐する津軽暖流及び宗谷暖流、寒流系の親潮

とサハリン東方の海流等がある。

２ 日本海沿岸

シベリア及び中国大陸北部から来る温帯低気圧は、通常殊に１１月から翌３月までの

冬季の間に猛威を振るう。冬季に低気圧の中心が日本海を通り抜けてオホーツク海又は

太平洋に出ると、日本海の東側では強風と吹雪を伴うことがある。また冬季は西高東低

の気圧配置による北西の季節風が卓越する。このため冬場の日本海においては最大波高

が４～６ｍに達するような荒天が相当程度見られる。霧は沿岸付近において４月～９月

の間に多発する。海流については、シベリア沿岸に沿って南下する寒流系のリマン海流

と対馬海峡を通過して北上する対馬暖流がある。

３ 本州北岸・東岸

本州東岸の犬吠埼以北の沿岸で、特に金華山以北には、５月から８月に霧が発生する

ことが多い。また１２月から２月に台湾坊主と呼ばれる温帯低気圧が発生し、本州南岸

沿いに東進しながら急速に発達し、東方洋上に去ることが多い。台風の最盛期８、９月

に日本の外洋に面する海岸に大波がうち寄せてくることがある（土用波）。海流につい

ては、日本の南岸に沿って流れ、房総半島沖を通過し北上する黒潮、津軽海峡から太平

洋に流入し、一部三陸沿岸を南下する津軽暖流、そのさらに沖合を南下する親潮がある。

４ 九州沿岸

夏季から秋季にかけて、台風が九州沿岸に大きな影響を与えるが、九州を縦断または

北東進する台風は９月頃多く九州全体に影響を、九州西方海上を北上して対馬付近を通

過する台風は有明海や周防灘に高潮を起こす。
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台湾近海で発生する低気圧である台湾坊主は、九州に近づくにつれ急速に発達して天

気を急変させる。また九州の西方地域に置いては、冬季に寒冷前線に伴う突風が顕著で

ある。霧は春季から夏季にかけて一般的に沿岸付近に発生する。海流については、南西

諸島の北西側を北上し、九州南岸及び東岸を洗う黒潮本流と、九州西方を北上して日本

海側に入る対馬暖流及び対馬暖流から分かれ黄海方面に向かう黄海暖流がある。

５ 南西諸島沿岸

南西諸島は九州に比較して台風時期が長く、また回数が多い。台風が襲来または接近

するのは４月から１２月までの期間であるが、特に７月から９月にかけて最も多い。南

西諸島においては、霧の発生は比較的少ないが、南大東島では多く、特に春季に多発す

る。海流については、黒潮が諸島の北西を北東に向かって流れている。

第２ 排出油等防除資材等の整備状況

１ 外洋での油等回収において一定程度対応可能な資材等の保有状況

外洋においては、特に冬の日本海側では気象条件が厳しく、現在世界で開発されてい

る資材等の能力では、必ずしも全ての状況に対応できるわけではないが、荒天下におい

て、又は時間経過により高粘度化した油等の回収について一定程度の対応が可能な資材

等があり、ナホトカ号の事故等を踏まえて整備されている。その資材等の概要は、以下

の通りである。

大型浚渫兼油回収船（総トン数３，５００トン） １，０００kl/ 時

大型油回収装置 ２５０kl/ 時

高粘度油回収装置（ブラシ式) ２５kl/ 時

高粘度油回収装置（真空ポンプ） ９０kl/ 時

高粘度油回収ネット

外洋型オイルフェンス

（注）

1. 大型油回収装置は、かなり大型な機器であるため、あらかじめ船舶に搭載しておく

のではなく、通常は陸上に保管し、事故発生時に民間の大型サルベージ船、海上保安

庁の搭載可能な巡視船等に搭載して使用するものである。

2. ここに掲げられている大型油回収装置は、現在開発されている世界の油回収装置の

中で、外洋の荒天下状況においての対応、また高粘度化した油等への対応も一定程度

可能であり、かつ回収能力も相当程度認められるものである。その他の資材等につい

ても荒天下、高粘度油対応が一定程度可能である。しかしながら冬場の日本海におい

ては最大波高が４～６ｍにも達するような荒天が相当程度見られるが、現在の資材等

の開発状況から見て世界的にもこのような荒天下において対応できるものはない。

3. ここに表示されている油回収能力はメーカーの把握する性能値等であり、実際の作

業で回収するのは水を含んだ油水等となる。なお、一般的に、外洋においては通常波

浪等の影響により油回収船、油回収装置の油回収効率が著しく下がり、また事故発生

から日数が経過するにつれ油が拡散することによりさらに効率が下がる。
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第３ 排出油等の防除及び危険の防止等

外洋は内湾と違い気象・海象の条件が厳しく、いったん油等流出事故が発生すれば、比

較的短時間で広範囲に拡大することからできるだけ早期に対処することが望ましい。しか

しながら、沿岸から遠く離れた海域で事故が発生した場合には、迅速な対処が重要である

とはいうものの、気象・海象条件等によっては事故現場への到達に長時間を要すること等

を勘案する必要がある。一方日数がたつにつれ油等の拡散やムース化等により、回収の効

率が低下するとともに回収自体も困難になる。したがって、事故が発生し、原因者が十分

な防除措置を講じていない場合は、できる限り迅速に必要な資材等を投入する等により、

早期に防除措置を開始できるように努めるものとし、油等がムース化等した場合には高粘

度油対応の資材等を活用することにより防除処理を実施するものとする。

１ 防除作業要領

外洋における油等流出事故の防除等については、原則として「第２編 第５章第１

排出油等の防除及びこれに伴う危険の防止」を基本とするが、沿岸から離れた外洋にお

いて油等防除活動を実施できる能力のある者は船舶の航行能力、排出油等防除資材等の

能力等の点を考慮すれば限定されており、関係機関等の連携がより重要となることから、

以下の点に留意しながら防除活動を実施するものとする。

(1) 事故の状況に応じた適切な防除処理方針の決定

内湾、沿岸での場合も同様であるが、防除手法には一定の型はなく、事故毎にその

状況に応じ適切に決定するものである。具体的には排出油等の漂流予測を行い、保護

水域あるいは、沿岸への排出油等の漂着あるいは汚染範囲等を推定した後、油等の種

類、量、拡散状況、気象・海象状況を考慮しながら必要な資材等を決定する等、その

状況に応じた迅速かつ的確な防除処理方針を早急に決定し、対応するものとする。

(2) センターの迅速な対応

センターは「第２ 排出油等防除資材等の整備の状況」で示した大型油回収装置を

保有していることから、事故発生の初期の段階から海上保安庁と連携をとりながら防

除に当たることが必要である。海上保安庁は、事故の状況、防除の必要性に応じ、防

除措置義務者にセンターへの防除措置の委託をするよう指導するとともに、防除措置

命令を発するいとまがない場合等においては、センターに対して防除措置を講ずるよ

う海防法に基づく指示をする。なお、防除義務のない領海外の外国船舶についても、

センターに対して必要な防除措置を講ずるよう指示することが海防法上可能となった

ことから、このような場合についても必要に応じ指示を行うものとする。

(3) 国土交通省港湾局等関係機関等への要請

関係機関等に対して、必要に応じその能力に応じた油等防除措置の実施を迅速に要

請することとする。特に、国土交通省港湾局の保有する大型浚渫兼油回収船について

は、荒天下の気象条件で一定程度対応可能であること、またその回収能力の大きさか

らもその有効な活用がなされるように、適切な要請を行うものとする。

(4) 関係機関等との連携（大型油回収装置の活用）

大型油回収装置については、搭載できる船艇が限られることから、日頃から関係機

関等と連携を図り、事故発生後速やかに当該装置を搭載できる海上保安庁の巡視船、

民間サルベ－ジ船等に搭載し、迅速な防除作業を実施する。また、海上保安庁及びセ
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ンターは、大型油回収装置を保有する関係機関等と日頃から緊密な連携を図ることに

より、事故時の大型油回収装置の有効な活用を図ることができるようにする。

(5) 高粘度油回収装置等の活用

大型油回収装置以外の資材等についても、高粘度油回収装置は外洋での対応が一定

程度可能であり、ムース化等した油等にも対応できるので、その活用を図ることとす

る。

また、油回収ネットによる回収は、荒天下においてもある程度有効であることから、

状況に応じて実施する。

(6) 資材等の迅速な輸送

大型油回収装置、高粘度油回収装置等は車両による陸送が可能であることから、必

要に応じて陸送による移動と、それを搭載可能巡視船を始めとする船舶の運航を連携

することにより、同資材等の迅速な事故現場への投入を図るものとする。

(7) 航空機による油等の漂流監視等

排出油等の状況把握については、航空機による広域的監視が有効であり、作業船艇

との連携を図りつつ船艇を油等の漂流現場へ誘導する等、航空機の一層の効率的な運

用を図るものとする。

(8) オイルフェンスの展張

オイルフェンスの展張方法は、事故の状況等によって様々であり、一概には決めら

れないが、一般的には外洋では気象・海象が厳しく、オイルフェンスを展張して拡散

防止を図ることは困難な場合が多く、また、波浪中ではオイルフェンスの滞油能力が

著しく低下することから、一例として油回収装置等による機械的回収の効果を高める

ために油層等を厚く誘導する使用方法（第３図）が考えられる。

(9) 油処理剤等の散布

現在の回収船、回収装置の能力では、外洋における気象・海象によっては、そもそ

も回収作業を実施することが物理的に不可能であったり、オイルフェンスの展張によ

る油等の拡散の防止の効果がない場合は、時間が経過するにつれ、油等が拡散し、沿

岸へ漂着すること等により被害が甚大になる恐れがあるので、ムース化等する前に必

要に応じ油処理剤等の散布を実施するものとする。

２ 連絡及び情報の交換等

連絡及び情報の交換については、「第２編第４章連絡及び情報の交換」を基本とする

が、特に外洋域で排出油等事故が発生し、被害が広域化する場合については、大型油回

収装置等の資材等の迅速な出動を可能とするような情報連絡体制を確立しておくことが

必要である。このため、大型油回収装置等を保有しているセンターは、関係機関等と平

時から緊密な連携をとり、大型油回収装置等の効率的な管理・運用等について情報の交

換等を行うものとする。
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